




サーキュラーエコノミーとは、 

一人ひとりが自分らしい方法で 

かかわれる柔軟な循環型経済です。 

資源を循環させながら 

新たな付加価値を生み出すことで 

資源の浪費に依存せずに持続できる 

経済の発展に貢献します。 

日立-産総研サーキュラーエコノミー連携研究ラボ 
活動報告書 2023
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日立-産総研
サーキュラーエコノミー連携研究ラボとは

近年、私たちを取り巻く環境は大きく変化しています。地球

温暖化に伴う海面上昇、自然災害の激甚化、水不足、さらに

産業活動の成長による廃棄物の増大などの環境問題が、 

今後、より深刻な状態になるでしょう。また、資源消費量の

増大や資源の局在化による資源価格の高騰により、調達の

難化に対するレジリエンスが必要となります。 

これらの問題を解決するためには、これまでのような大量 

生産・大量廃棄を前提とする「線形経済」から、低環境負荷・

レジリエンスを追求した「循環経済」、つまり「サーキュラー

エコノミー」へ転換しなければなりません。 

世界はサーキュラーエコノミーへ向かう

はじめに
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このような問題に対して、世界各国では社会情勢や政治動向、法改正を踏 

まえ、地域ごとの環境対応やローカルな資源調達が加速しています。 

そして日本でも2023年、サーキュラーエコノミーの実現をめざし、経済産業省

を中心に産官学パートナーシップ「サーキュラーパートナーズ」が発足しました。

現状に対して私たちが考える日本におけるサーキュラーエコノミーの実現に 

向けた課題は次の3つです。

 

グローバルで多様な市場環境にて、

資源循環が足かせとならず、

経済成長につながる社会像の共有

製品ライフサイクル（LC）データの収集、活用による

環境、経済価値向上を実現する具体的な

デジタルソリューションに関する事例の創出

グローバルな標準化動向に基づく、

日本が不利益とならず、かつ互いの

地域性を認め合うルール形成戦略の立案

1

2

3

「Society 5.0」実現の一助となるため、株式会社日立製作所（以下、日立）と 

国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下、産総研）は、日立-産総研サーキ

ュラーエコノミー連携研究ラボを産総研臨海副都心センター内に設立しました。 

イノベーションで地球を支える

はじめに  |  日立-産総研サーキュラーエコノミー連携研究ラボとは

近年、サーキュラーエコノミーへの移行が求められているなか、「環境と経済に

真によいもの」、「サーキュラーエコノミーへの移行に対して最も効果が高い取

り組み」についての理解と評価が重要だと考え、日立の OT（運用・制御技術）× 

IT×製品のノウハウと、産総研の研究開発力や標準化活動などの強みを掛け合

わせた、資源循環を支えるイノベーションの創生を目標に掲げています。 

プロダクト群と運用のナレッジと
先進的デジタル技術の活用

グローバルなサスティナビリティ研究と
ルール形成・標準化のリーダーシップ

産総研日立
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道筋を創るための3つの研究テーマ

サーキュラーエコノミーを実現するための道筋を「シナリオ」、「技術」、「制度」

の3つに分解。それぞれに振り分けられた「循環経済社会のグランドデザイン

の策定」、「循環経済向けデジタルソリューションの開発」、「標準化戦略の 

立案・施策の提言」の3つがラボでの主な研究テーマです。 

グランドデザインのテーマは、サーキュラーエコノミーのあるべき姿と現状 

からあるべき姿に移行するための道のり、移行のための方法論とルールの 

ありかたを提示します。また、デジタルソリューションのテーマは、二酸化炭素

排出量といった環境データなどを活用することで、企業の環境レポート作成 

や低環境負荷な生産スケジュールを作成するソリューションを開発し社会実装を

進めてまいります。さらに、標準化戦略のテーマでは、データ収集や活用方法な

どについて施策を提言し、日本発のルール形成、標準化を進める予定です。

また、共同研究の内容や成果は、オープンフォーラムや提言書などを活用し、 

社会へ積極的に情報発信することで、サーキュラーエコノミー分野にてグロ

ーバルにリード出来るよう、取り組んでいきたいと考えています。 

本ラボでは、ライフサイクルアセスメント・資源回収・モノづくりやサービス工学 

をはじめとした両組織の専門家約40名が共同研究を実施。「サーキュラー 

エコノミー」の実現に向けて、あるべき社会像の立案や必要とされる施策、ソリュ

ーションなどについての研究および開発を推進しています。 

はじめに  |  日立-産総研サーキュラーエコノミー連携研究ラボとは

グランドデザイン

デジタルソリューション

標準化戦略

将来像の提示と
移行プロセスの策定

環境データを活用した
ソリューション開発および実装

国際競争力強化のための
ルール形成の立案

シナリオ

制度

技術

標準化項目

ソリューションの要件

目指すべき将来像

製造
業の
将来
像と
道の
り

製造
業の
ソリ
ュー
ショ
ン

国際動向
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資
源
の
高
度
循
環
で
実
現
す
る
人
間

中心
の社
会

Society 5.0
人間中心の社会

サイバー+フィジカル

エネルギー 情報

物質

私たちは研究のスコープとして、「物質」「エネルギー」に加えて、Society 5.0

時代に循環させるべき資源として、「情報・知識」を資源と捉えています。

Society 5.0とは、狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社

会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く新たな社会を指すもので、

第5期科学技術基本計画において日本がめざすべき未来の姿として初めて提唱

されました。高度なサイバー・フィジカルシステムにより、経済的な発展と社会 

課題の解決を両立する、私たちがめざす人間中心の社会です。 

ここで、フィジカル空間から挙げられたデータを活用して、サイバー空間において

高度な計算を実行するという例を考えてみます。 

高度な計算を行う上で、必要になる計算機がまさに「物質」資源です。そして、 

物質資源である計算機を動かすのに必要なものが「エネルギー」資源になります。 

この2つの資源から生み出されるのが計算結果、すなわち「情報・知識」という 

新たな資源なのです。フィジカル空間から挙げられた単なるデータが物質資源

とエネルギー資源により、情報になり、知識になり、そして知恵になる。これは 

新たな価値をもつ資源ではないでしょうか。 

研究のスコープ、

Society 5.0時代に循環すべき資源 

この「情報・知識」を活用することにより、無駄な計算をなくしエネルギー消費を

抑え、さらに計算機の能力を最大限引き出すことができれば、物質資源の有効活

用、廃棄の抑制につながるはずです。これまで独立していると思われていた3つ

の資源が、強く相互干渉を始める時代が Society 5.0 時代ではないでしょうか。 

私たちは、この3つの資源を有効活用し、高度循環させることにより、Society  

5.0を実現すべく、サーキュラーエコノミーの視点でグランドデザインを描いてい

きたいと考えています。

はじめに  |  日立-産総研サーキュラーエコノミー連携研究ラボとは
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1 グランドデザイン
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あるべき未来をえらぶために

サーキュラーエコノミーが浸透した社会とは、

一体どんな世界なのか。

私たちはまず、いくつかに分岐した、

「ありうる」未来を描いてみることにしました。

見えてきたのは、さまざまな暮らしのありかたと、

進むべき「あるべき」未来の姿です。

1  グランドデザイン

サーキュラーエコノミーを

実現する上で重要となりうる

論点を抽出・選定。

抽出された

キードライビングフォースから

起こりうる未来の

シナリオを4つ策定。

絞り込まれた論点から、

将来の方向性を決める要素を定義。

論点

シナリオ

ドライビングフォース
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論点の選定

まず、国内外の政府レポートや、複数分野の専門家の意見・提言をもとに将来の

サーキュラーエコノミー社会において重要となりうる論点を12に選定した上で 

推進しました。

1	 　経済・資源・環境の一体化

2	 　共通ルールの形成

3	　  消費者の意識醸成

4	　  企業の役割、ビジネスモデル

5	　  循環性指標（環境の時間軸、流れのスムーズさ）

6	　  ESG投資、金融施策

7	　  環境配慮設計、エコデザイン

8	　  国際貿易の変遷、資源の越境

9	　  静脈系企業・人材の育成

10	　  情報開示と高度管理

11	　  廃棄物の高効率回収

12	　  地域特性への対応

未来に備えるシナリオプランニング

ありうる未来を複数描きながら、将来の不確実性に備える手法「シナリオプランニ

ング」を用い、サーキュラーエコノミー社会の将来像を描くことを試みました。各専

門分野から8名の有識者が洞察のための議論に参加。ファシリテーションは、シナ

リオプランニングの実施経験をもつラボメンバーが務め、議論をリードしています。

さらに、2040年の日本の製造業を想定して、PESTLE（政治・経済・社会・技

術・法規制・環境）の観点から動向を整理することで、シナリオとして明確化す

べき論点を6種まで絞り込んだ結果、「製造業のサービス産業化」、「消費者

の意識改革」、「それを支える仕組み」などが鍵となることが見えてきました。

8  国際貿易、資源の越境
サーキュラーエコノミー圏の確立。二次資源の輸出規制（各国は国内で優先的に処理）。

4  企業の役割、ビジネスモデル
製造業からサービス産業への移行。機能的経済の国際競争が激化。物の非所有化が
進み、製品を一括管理する事業者が個人にサービスを提供、製造もサービスの一環に。

3  消費者の意識醸成
中古品、再生二次製品が好まれるような意識変革。

10 情報開示と高度管理
サプライチェーン・情報管理・メンテナンスを行うサードパーティが設立。
プラットフォーム（ブロックチェーン活用）が確立。

2  共通ルールの形成　
バリューチェーン間でデータを共有する際のルールを形成。
認証・適切な価格設定・共通の前提条件を構築。

P
政治

E
経済

S

T

L

E

社会

技術

法規制

環境
1  経済・資源・環境の一体化
バイオマテリアルの利用拡大。高効率分離、不純物除去、副産物の利活用が進展。

1  グランドデザイン
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ドライビングフォースとキードライビングフォース

絞り込まれた6種の論点から、将来の方向性を決める要因となる「ドライビ 

ングフォース」を4種定義しました。また、それぞれが促進される場合／され

ない場合に起こりうる将来事象の仮説を立てています。

製造業のかなめである「製品の生産方法・場所」は洞察の結果、この変化 

が促進する／しないで大きな差が生じず、ドライビングフォースの対象外 

としています。

次に行なったのが、特に重要な「キードライビングフォース」の絞り込み 

です。「不確実性・インパクトの大きさ」でスコアリングし、相対評価で高いと

思われるドライビングフォースを有識者と採点しました。

・

・

・

・

消費者・ユーザの意識変化

満場一致でキードライビングフォースに選定。

サーキュラーデザインの共通化

情報管理の合意形成

現時点では「デザイン」や「情報」が意味することの定義や範囲

設定が難しく、メンテナンス・保証を担う機関が決まることにより

サーキュラーデザインや管理できる情報の範囲も決まると判断。

メンテナンス・保証を担う機関

上記理由により、キードライビングフォースに選定。

4

3

2

1

1 2 3 4

不
確
実
性
の
高
さ

インパクトの大きさ

消費者・ユーザの意識変化
情報管理の合意形成

サーキュラーデザインの共通化
メンテナンス・保証を担う機関

0

情報管理の合意形成

製品の生産方法・場所

消費者・ユーザの意識変化

メンテナンス・保証を担う機関

サーキュラーデザインの共通化

ドライビングフォースと
促進される／されない未来の比較論点 論点

・ 共通言語・非財務指標の認証機関が出現する
・ 合意形成は限定的なものに留まる

促進される未来／されない未来で
大きな差はない

・ 制度が緩和され、サードパーティが請け負う
・ 企業自身がライフサイクルで請け負う

・ 標準化されたサーキュラーデザインが世界的に定着する
・ サーキュラーデザインは各社、独自のデザインで実施する

・ 消費者が意識的に
サーキュラーエコノミーの当事者になる
・ ニーズに基づいた消費活動は継続される

企業の役割と
ビジネスモデル

4

国際貿易と
資源の越境

8

消費者の
意識醸成

3 1 

10

2

経済・資源・
環境の一体化

情報開示と
高度管理

共通ルールの
形成

1  グランドデザイン
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私たちが向かう未来を自ら選択するために。

起こりうる社会の姿を導き出しました。

キードライビングフォースを縦軸と横軸にすることで、各 

象限で起こりうる製造業の将来シナリオを策定しました。 

これらのシナリオはこのまま施策を打たなかった場合に 

訪れるかもしれない将来の可能性を表しています。ありうる

可能性から、私たちが向かうべき未来とそこにいたる（また

はその過程でのリスクを回避する）ための具体的な施策の

検討に貢献できるはずです。 

四つのシナリオとあるべき将来像

経
済
性
・
利
便
性
を
重
視

環
境
性
を
重
視

消費者・ユーザの意識変化

メ
ン
テ
ナ
ン
ス・
保
証
を
担
う
機
関

オープン化されたプロダクトの再生や

情報管理をサードパーティが担う

メーカが自社・業界のサプライチェーンにおいて

保守・再生サービスを提供

メーカがアライアンスを組みながら
メンテナンスを実施、サーキュラーエコノミーに

資するビジネスがブランド化する

循環性の高い製品・サービスを
提供するメーカに信頼を寄せる

メーカブランド化

3

メーカが地域に密着し、
保守・再生を含めたビジネスを

行うためのデカップリングを進める

安くて便利な製品を購入し、
メンテナンスは地域の業者へ依頼する

メーカ主導デカップリング

4

サードパーティが
動脈と静脈の情報を管理し、

複数企業製品のメンテナンスを担う

モノは所有せずレンタルなどすることが
自己のアイデンティティとなる

環境アイデンティティ

1

サードパーティが消費者のニーズを
満たしながら、サーキュラーエコノミーも
促進される製品設計を企業に要求する

モノを所有し、特に安くて
便利な製品を求める

サードパーティの
巨大化

2
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シナリオを深掘ると・・・

例｜サードパーティの巨大化

未来においても人はモノを所有し続け、安価かつ利便性の高い製品を求 

める。このような消費活動に対する消費者ニーズとサードパーティの間で 

利害が一致し、徐々にサードパーティが動脈への関与を強めていく・・・という

シナリオ。

このようにメーカとサードパーティが競争関係となる未来に対し、メーカの 

立場としてはどのような生存戦略を立てるべきかが主な論点です。例えば 

メーカはサードパーティを含むアライアンスなどにより、経済的・環境価値 

提供といった仲間作りを推進するなどの施策が考えられます。これらの仮説 

から、戦略が成功するとどのような「ありたき将来」になるのか。そこへ向かう

ためのロードマップや達成条件となる指標を検討していきます。 

複数企業の連携、
業界団体で

サービス機能を保有する。

静脈データを収集するための
インセンティブや

社会的制度が必要になる。

一部知財が緩和され、
標準化を満たすためのコストを

消費者・ユーザが負担しなくてもよい。

サードパーティが主体となり、
リペア・リマニュファクチャリング（再製造）の

知識を共有し、製品規格や
情報伝達のモデルを構築する。

サードパーティ 情報管理標準化・規格 ビジネスモデル

1  グランドデザイン
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Society 5.0 時代の資源循環における、

「物質」、「エネルギー」、「情報・知識」の

相互依存の観点から

私たちが意思をもって向かいたい

「ありたき将来」を描いていきます。

1  グランドデザイン

’22 スコープ定義

’23 将来シナリオ分析

’25 道のり策定と提言

’24 将来像の具体化・要件定義

文献調査・専門家へのインタビュを通じて
サーキュラーエコノミーにまつわる
12 のホットトピックを導出。

4種のありうる将来シナリオの定義。
1   環境アイデンティティ
2  サードパーティの巨大化
3  メーカブランド化
4  メーカ主導デカップリング

ありたき将来に至るためのロードマップと
ありたき将来の実現に向けた指標を
グランドデザインとして提言し、共感者を醸成。

意志を持って向かうべき能動的な
 「ありたき将来シナリオ」と
達成条件となる要件のあぶり出し。
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サーキュラーエコノミーの
とある一日
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四つのありうる未来から、ありたき未来の姿を

少しだけご紹介します。ここで描かれるのは

2人の登場人物による、2つのシナリオ。 

それぞれの社会で、デジタルソリューションによる

下支えや、循環にかかわるルールが整うと、

人々の生活はどのように変化するでしょうか。 

A DAY IN 
A CIRCULAR SOCIETY

シナリオ 4 

メーカ主導デカップリング

けんじさん

忙しい日々の中でも自然に

組み込めるような、環境にいい

サービスの利用に興味がある。

シナリオ 1
環境アイデンティティ

りなさん

古くていいものを、大切に使う。

仲間と環境にいいことにかかわるのは

楽しいし、やりがいがある。

サーキュラーエコノミーのとある一日



毎日持ち歩く小さなバッテリーは

標準化された規格に則り、多くの

メーカから製造・販売されている。

環境も大事だけれど、

便利なモノは欠かせない。

けんじさんの場合

07:30 外出
鍵、携帯、そしてバッテリーも忘れずに。

08:00 コーヒーを購入 
自分のバッテリーを電動自転車で

使うたびに貯まるエコマイルで、

朝の一杯を選ぶ。

08:10 カップを廃棄
飲み終わったカップはゴミ箱でなく

コンポストボックスへ。

07:45 コミュニティセンタへ
近くにあるセンタへ、歩いて向かう。

07:50 自転車をレンタル
用途に合った自転車をアプリが選んでくれる。

今朝の通勤には、リサイクル電動自転車。

持参のバッテリーをセットしてさあ出発。

身支度も終えたし、

そろそろ仕事に行かなきゃな。

シナリオ4 ｜メーカ主導デカップリング

サーキュラーエコノミーのとある一日
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自転車ポートでどの自転車を使うか

過去の行動履歴から判断して、

アプリが選んでくれる。

コーヒーの支払いは日々の暮らしで貯まる

エコマイルを使って。

カフェのゴミはコンポストボックスで

回収され、コミュニティ菜園の肥料に。

地域の人が集まる場所、コミュニティセンタ。

シェアサイクルのポートや、カフェ、コミュニティ菜園、

自転車ショップ、イベントスペースが併設されている。

サーキュラーエコノミーのとある一日
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18:00 自宅へ
電力をオフにしていたので、
充電が満タンに。坂道も楽々進む。

18:20 帰宅
交換用のバッテリーが自宅に届いている通知が
きた。今使っているものは、自転車に使うには
性能が落ちてきたし、そろそろ替え時。

17:35 スーパーへ 

アプリに勧められて、電力を使わない
健康モードで移動。最近運動不足だったし、
バッテリーの充電も貯まる。

17:50 買い物

17:15 退勤

08:45 オフィスへ
レンタルした自転車にのって移動。

バッテリーの交換時期に合わせ

交換用のバッテリーが

メーカから配達される。

性能が落ちたバッテリーは回収され

適した用途にリパーパスされる。

サーキュラーエコノミーのとある一日



09:00 外出
鍵、携帯、そしてバッテリーも忘れずに。

10:30 部品を購入 
専門家の意見も聞きながら、再生タイヤを

購入。ここで買える部品はブランドに

関係なく、規格が標準化されている。

11:00 自転車をカスタマイズ
購入した部品を使って、

コミュニティセンタのみんなにも

応援してもらいながら。

09:30 自転車をセット
自宅に停めている愛用の

電動自転車にバッテリーをセット。

09:40 コミュニティセンタへ
今日の目的は、自転車のカスタマイズ。

自転車の電源はもちろん、持参した

バッテリー。リペアやカスタムを

重ねながら使い続けている自転車は、

多少古くなった分、愛着もわく。

今日は、前々からやりたかった

自転車のカスタマイズにいこう。

りなさんの場合
シナリオ 1 ｜ 環境アイデンティティ

サーキュラーエコノミーのとある一日
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12:45 給水機の組み立て
バッテリー以外で、給水機の設営に
必要な部品をアプリで確認。

19:30 完成
みんなのサポートもあり、無事完成。
少しずつだけれど、みんなで思い描いている
コミュニティ菜園に近づいてきた。

20:30 帰宅
採れた野菜はお隣さんにもおすそわけ。

12:10 みんなに相談
バッテリーの次の使いみちについて
コミュニティセンタのみんなの意見を
聞いて、コミュニティ菜園の給水機に
リパーパスすることに。

12:05 通知受信
バッテリーの性能が低下し、自転車には
使えなくなってきているそうだ。
他の用途では、まだ利用できるらしい。

12:00 自転車完成

菜園で採れる野菜は自宅に持ち帰る。

コミュニティセンタには

リパーパスされた製品がたくさん。

お掃除ロボットは

中古のバッテリーを電力とし、

用具入れとしても活用されている。

サーキュラーエコノミーのとある一日
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2 デジタルソリューション
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モノの生涯を可視化する

モノの生涯の可視化のために、サイクルを通して

活用できるシステムの事例を6つ立案。

各案を実現するうえでの課題を分析することで

本質課題を2 つ定義しました。

1  

2

本質課題

ライフサイクルシュミレータ
モノの流れを予測し、各フローで排出される

CO2や費用を算出することで経済価値・環境価値を

評価できるシミュレータを開発しています。

製品がどのようにつくられ、使われ、役目を終えるのか。

このライフサイクルに透明性をもたせることで、

CO2 排出量などをより正確に予測でき、

企業やユーザの行動に対する

適正なフィードバックが可能になります。

モノの生涯を可視化する。

それはサーキュラーエコノミーへの

自発的な行動の促進につながるかもしれません。

2  デジタルソリューション
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道筋を見直す

サイバー・フィジカルシステム

本ラボでは、モノの流れの透明性が確保されることだけでな

く、消費者、メーカ、リサイクラなどのステークホルダの行動が

デジタルで正当に評価され、適正にフィードバックされること

で、サーキュラーエコノミーへの自発的な行動が促進される社

会をめざします。このために必要なのが、サーキュラーエコノ

ミー向けのサイバー・フィジカルシステムの構築です。

このサイバー・フィジカルシステムは、現実社会の製品ライフ

サイクルからCO2排出量などのデータを収集して評価・分析 

することで、経済、物質資源、エネルギーの流れを可視化する

システムのこと。共有された知識を活用しながら改善策を提案

することで、現実社会での行動改善に繋げていきます。

CPS
サイバー・フィジカルシステム

循環経済社会

サイバーシステム

使用

原料調達 廃棄

原料
製造

組み立て 流通

使用

原料調達 廃棄

原料
製造

組み立て 流通

経済価値の
可視化

エネルギー資源の
可視化

物質資源の
可視化

知識の
共有

行動改善

改善案
提案

データ収集

評価・分析

2  デジタルソリューション



46

環境配慮設計

設計

ESG
レポーティング

企画

設計の意図を反映した
使用・再生がされない。

(設計者）

経済合理的な
循環方法が分からない。

(設計者）

企業価値として、
サーキュラーエコノミーへの
貢献が正しく評価されない。

(投資家・利用者）

最適な
循環方法の提案

本質課題1

循環方法
最適化

設計

課題の抽出

はじめに、ワークショップなどを通じて、私たちのめざすサーキュラーエコ 

ノミー社会の実現に向け、ステークホルダに求められる行動からサイバー・ 

フィジカルシステムを活用した6つの活用事例を立案しました。

2  デジタルソリューション

トレーサビリティ

全体

ライフサイクル
アセスメント

設計

製造・再製造
最適化

製造

評価に必要な
データの収集

本質課題2

他社とのデータ共有に
メリットが無い。
(全ステークホルダ）

業務のデジタル化不足で
データが存在しない。

(製造者）

サーキュラーエコノミー指標
算出に必要なデータが無い。

(設計者）

さらに、これらの活用事例を実現する上でステークホルダが抱える課題を、

弊社事業部へのヒアリングなどを通じて抽出し深掘りすることで、解くべき

2つの本質的な課題を導き出したのです。
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資源と経済を共に循環させる

価値向上ソリューション

課題を抽出し、可視化された解くべき課題に対して、必要な要素を定義しました。

まず最適な循環方法を示すため、ドメイン知識やデータに基づいて、ライフサ

イクルにおけるモノの流れや業務をモデル化し、サーキュラーエコノミー指標・ 

経済価値を評価するライフサイクルシミュレーションを開発すること。

そして最も重要な、モノの循環を担う回収・解体・再生にかかわるデータの活用では、

これら静脈部分をデジタル化することで、データを収集するための土台を形成。

以上の2つを連携させ、サーキュラーエコノミー向けのサイバーフィジカルシス

テムを構築し、資源循環とステークホルダの経済性を両立する「価値向上ソリュ

ーション」を開発、ステークホルダとともに持続的に事業成長できるサーキュラ

ーエコノミーの実現に挑戦していきます。

日立    産総研

自社の製造現場や顧客協創で培った知見、

また環境分野におけるソリューション実績を有します。

製造現場におけるデジタル化への強みを活かした

ソリューション実績を有します。

日立と産総研の強みを結集して、ソリューション開発のための研究を進めています。

2  デジタルソリューション

製造 IoT（Internet of Things）
現場ノウハウのモデル化  現場データの活用で高品質・高信頼な製造を実現。

循環プロセスシミュレータ
回収デバイスの「解体」をモデル化  産総研オリジナル CEDESTモデル。

顧客協創アプローチ
顧客の課題解決をナビゲート  ステークホルダの全業務で課題分析。

つながる工場モデルラボ
工場 IoTシステム  20年に渡り、実証環境での検証を重ね産業界と開発。

EcoAssist-Pro/LCA
製品単位のCO2算定  調達・製造の実データを用いたCO2排出量の算定。

日立

産総研
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Scenario

循環シミュレート

社会指標

企業指標

製品回収強化

2023

2023年度

2023年度
KPI

2042

製品回収強化

リニアインフロー[t] リニアアウトフロー[t] 循環タイプ率 [%]GHG[t]

34,601 34,60 774,705
リユース 0%

リマニュファクチャリング 0%

リビルドリサイクル 91%

埋め立て＋外国 91%

Linear 
In�ow

Linear 
Out�ow

Linear 
Out�ow

Circular 
In�ow

Circular 
Out�ow

0個／年0個／年

34,100個／年

リサイクル再製造

リビルド

製品製造部品製造 使用

保守

埋立廃棄回収

リマニュファクチャリング

中古販売

外国などサードパーティ保守

資源がどのように投入され、製造・使用・回収へと

進んでゆくのか。多様に分岐するモノの流れを予測し、

各フローで排出されるCO2 や費用を算出することで、

経済価値および環境価値を評価できる

シミュレータを開発しています。

このシミュレータの特長は、設計·製造から、再生までの

ナレッジを活かして、循環にかかわる多数の業務や循環

ルートを精密にモデル化できることです。これにより、 

顧客がステークホルダとともに成長できる循環方法を 

提案できるようになるかもしれません。

また今後は、さまざまな指標算出に必要なデータをシステ

ム連携で取り込み、地域・社会・事業に合ったサーキュラー

エコノミー指標を算定・提示することで、顧客の循環性向

上により効果的な訴求をめざしています。さらにその先で

は、業務のデジタル化により取得したデータを活用して、

モデルをアップデートすることで、社会や事業状況の変化

に柔軟に対応できるシステム開発を行ないます。

循環をシミュレートする

2  デジタルソリューション
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シミュレーション例｜産業機器の循環ルート

現状と未来の比較

産業分野の機器を想定し、現状と将来のライフサイクルをモデル化、比較し

ました。現状のライフサイクルでは、使用後の製品は回収業者を通じてリサイ 

クル業者に運ばれ、再資源化されます。リサイクルは資源循環の基本では 

あるものの、CO2排出量の多い循環方法です。

これに対して、一部において製品メーカが保守で得られる交換部品を活用

し、再製造しています。再製造はCO2 排出量が少ない循環ですが、保守部品 

をベースとしているため、循環量が少ないという課題が想定されます。

そこで、回収業者から製品メーカに製品を戻すルートを作ることで、再製造

による小さな循環による流通量を増やします。さらに回収業者は、回収品の 

状態を簡易評価することで、メーカは状態のよい製品を買い取ることができ、

これによりエネルギーや資源ロスの削減、価値（対価）の高いループの流通量

が増え、製品メーカと回収業者の両者が成長するでしょう。 

2  デジタルソリューション

エネルギー消費量

製造

リサイクル

埋立廃棄

ルート： 
リサイクル
使用後の製品は回収業者を通じて
リサイクル業者に運ばれ、再資源化される。

ルート： 
リマニュファクチャリング(再製造)
一部では、製品メーカーが保守で
得られる交換部品を活用し再製造。

使用 回収

再製造保守

資材投入

高

低

製造

リサイクル

エネルギー消費量

低

ルート： 
リマニュファクチャリング(再製造)
回収した製品、部品を活用して
再製造への流通量を増やす。

回収品の状態を
簡易評価(グレーディング)することで、
残存価値の高いものを
製品メーカが買い取り。使用 回収

再製造保守

大きな循環での流通量が減る

小さな循環での流通量が小さな増える

資材投入

現状

未来
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試算結果

環境負荷である資源投入量とCO2排出量が減少し、製品メーカ、回収業者と

もに利益が増加していることが分かります。回収業者にとっても事業成長の 

チャンスとなるため、再製造による小さなループの構築に自発的な協力を得ら

れる、持続的にともに成長できる循環方法ではないでしょうか。

※産業分野の機器における試算結果、Scope 3 カテゴリー 1 で CO2 排出量を算出。

今回のケースは一例ですが、さまざまな循環方法を想定して循環性や経済 

価値を評価することで、環境価値が高く事業成長が可能な方法を、共に探索 

していきましょう。

2  デジタルソリューション

　リサイクル
ベース

再製造
ベース

資材投入量
万トン／年

調達資材の
CO2排出量
万トンCO2／年

製造メーカ
粗利

億円／年

回収・解体業社
粗利

億円／年

3.4

3.1
-10% +2%-10% +19%

363

370

11.5

10.4

5.7

6.8
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社会実装に向けた検証と

静脈デジタル化を進め、

価値向上ソリューションにより、

サーキュラーエコノミーの実現に貢献します。

’22 課題定義

’23 ソリューション開発

’24&25 検証・ソリューション拡張

ワークショップを通じて活用事例を抽出し、実現へ
むけて解決すべき課題を定義。
1  最適な循環方法の提案
2  業務のデジタル化

循環方法の提案を可能にするために、モノのサイ
クルにかかわる業務・循環ルートをモデル化する 
 「ライフサイクルシュミレータ」を開発。
また、モノの循環の静脈部分である回収・解体・
再生を IT・I oT化することで、データを収集する
ための土台を形成。

社会実装に向け、実事業・静脈産業での検証と静脈
のデジタル化を遂行。モデリングを生成AI・量子 
コンピューティングを含む範囲まで拡大。
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3 標準化戦略



3  標準化戦略60

循環のルールを考える

サーキュラーエコノミーを

社会へ行き渡らせるためには、

どのような決まりが必要なのか。

世界の動向を把握しながら

私たちにできることを探索、検討しています。

あるべきルールを作る。

それは、モノを適切に再利用したり、

人・企業を正しく評価したりと、

すべての人が気持ちよくサーキュラーエコノミーと

かかわれる未来のための取り組みです。

1  

2  

世界の標準化動向を整理した地図を作成し

俯瞰視することで、日本主導による

標準化の可能性がある分野を定義。

循環される価値を見える化する「グレーディング」が

資源の再利用の促進につながると位置付け。

サーキュラーエコノミーへのソフトランディングを

可能にするための、新しい指標案を提案。

標準化動向の世界地図

サーキュラーエコノミー指標
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世界の流れを見極める

サーキュラーエコノミーにおいて日本は、高い市民意識に支えられ、環境 

活動としての3R（リデュース、リユース、リサイクル）では先行することが 

できました。しかし、サーキュラーエコノミーの国際標準化において主導権

を欧州が握るなか、日本がグローバルに持続的な経済の発展を遂げるため 

には、日本の積極姿勢が欠かせません。

「攻め」と「守り」

日立-産総研サーキュラーエコノミー連携研究ラボでは、標準化戦略を「攻

め」と「守り」の二軸で捉えます。国際市場・標準化における動向調査を行

い、現状を把握した上で、両方の戦略に反映することが、世界と調和しつつ

日本企業の国際競争力を強化することにつながると考えます。

・ 攻めの標準化戦略

自国、他国共に不利益にならない標準化を目的とした、「日本発のルール・

標準」による、イニシアチブを獲得する。

・ 守りの標準化戦略

欧州のサーキュラーエコノミー実現に向けた取り組みをいち早く国内に  

導入する。

分析

対策

他者の
標準化項目

影響範囲の評価

標準化戦略の
検討

標準化
ポイントの抽出

市場・ルール
動向調査の分析

ネットワーキング・
根回し

戦略の立案

ルール形成リードとフォローにより
ルールと調和しつつ日本企業の国際競争力を強化

ルール形成動向の全体俯瞰
市場・ルール動向調査

市場ニーズ

成立性

協調戦略

標準化
活動

事業への
ルール反映

日本企業の国際競争力に資する
ルールの提案・標準化に向けた取組み

対象の絞り込み・
標準化すべき場の選定

攻め 守り



64

GDPR規制
・ データ主権は発生源にある
・ 自律型・データ分散

Skywise（航空機）
航空データ連携サービス

IDSコンソーシアム
・ 業種別Ontology
・ IDSA: International 
   Data Spaces Association

プラットフォームによる
データ駆動型ビジネス
例｜GAFA

官民データ活用
推進基本法
官民が保有するビックデータの公開と活用 

MOBI 
・ 米国版Catena-X
・ Mobility Open 
   Blockchain Initiative
・ 自動車/BC基点

FIWARE
スマシティ共通PF
・ IDSコンセプトの実装
・ Open API
・ 標準データモデル
・ オープンソース実装

Gaia-X・IDS
・ 自律分散型
・ データベース連携

ECHA SCIP
・ SVHC含有情報PF
・ WFD (Waste Frame-
   work Directive）対応
   の成形品及び複合体
   (製品) 関連データベース

ECL@SS
・ 製品データ規格
・ 製品及びサービスの
  分類・記述の統一
・ 独経済エネルギー省
  （BMWi）が推進

CDP(英国）
・ Carbon Disclosure Project
・ 機関投資家への情報提供と
   組織の格付け

EU Taxonomy
Classi�cation system 
for sustainable activities

IEC TC111 
環境
ECD・CFP/GHG

TC111/TC207
JWG16 MD

 METI: GXリーグ

GreenxDigital コンソーシアム
・ CO2見える化データ連携基盤
・ METI/JEITA:
  現在は、製造業とITで第一般を作成中
   日本版Path�nder(算定方法)

IEC TC322
ESG投資 ISO TC268 SC1

Smart Community
Infrastructure

ISO TS/P317
Human-centered
Transition Pathways

ISO TC308
CoC認定
Mass Balance

ISO TC324 
Sharing economy

ENERGY STAR 
ラベル
・ EPA（環境保護局／エネルギー省）
・ EPA CE推進活動:
  National Recycling Strategy

循環経済
協会

IVI:業務シナリオ
WG 7E02
・ 企業間データ連携
   標準 (CIOF)
・ ゆるやかな標準

CE広域
マルチバリュー
循環研究会

BASC (BASC認証)
電池サプライチェーン協議会
METI/JAMA: 
電池・データ連携蓄電池の生産基盤強化

Circular Economy 
Toolbox
米国商工会議所

PACT 
Partnership for Carbon Transparency
標準: Path�nder Framework

WBCSD:
正確で一貫性のある検証済みのバリューチェーン
全体の製品レベルでの排出量データ共有を目指す。 SEMI

ブロックチェーンによる半導体
トレーサビリティ規格を検討中

SURE
産総研

CE HubEPEAT
・ 米国政府の調達要件
・ 電子機器の環境配慮認証

ISO TC251 
Asset Management

Global 
Reporting Initiative
・ G R Iスタンダード(ES影響測定基準)
・ GRI:国連環境計画（UNEP)公認
   団体サステナビリティレポートに活用

BSI 英国規格協会
・ BS 8900等を開発
・ 20のローカル及び
   国際機関の認定団体

CircThread 
Platform
・ DPP推進活動
・ CircThread Project ： 
   30団体が参加する
   EU H2020プログラムに
   基づく助成金受給活動

afnor 
・ 仏国規格協会
・ 仏経済政策:サプライサイドの改革
・ Anti-Wasting and Circular 
   Economy Law (AWCE)

ISO TC323
循環経済

ISO TC184 
SC4/5
・ Data品質/自動化
・ SC4: ISO 8000 
   データ品質

ISO TC59/
SC17
建築・土木

DigitalEurope
EU政策の策定と実施への産業界の参画

ESTANIUM協会
・ 製品カーボンフットプリント情報

ISO TC61
樹脂

CE100 
・ Ellen MacArthur Foundation
・ 循環型経済の達成度評価指標

ISO/IEC CDD
・ IEC TC3(情報) SC3D(CDD)
・ Common Data Dictionary 
・ Product Ontology
・ IEC61360/ISO13584-42準拠

IMDS
・ 自動車関連企業用材料データベース
・ ELV指令
 （End-of Life Vehicles Directive）

計量標準
総合センター
産総研： データ検証

ISO/TC307
Blockchain

ecoinvent
LCI データベース

GLAD
・ The Global LCA 
  Data Access Network
・ 国連環境計画（UNEP）: 
   LCI間の国際協調枠組み、
   タイプIII環境ラベルの製品環境
   宣言に関する情報

NREL
US LCI Database

ECLASS-CDP: Single Common Data Repository)

COMDO Project: Common Data Repository Project)

SMART化

ISO TC307 BC

ECL@SS

ISO TC184

RRI WG1 SWG8
・ GAIA-Xと関係あり
・ JMF : 欧州窓口・レポート・実証・フォーラム 

DATA-EX
データ社会推進協議会

chemSHERPA
・ SCIP登録／情報伝達
・ JAMP: 製品含有化学物質
   情報伝達共通スキーム 

デジタルエコファクトリー
FAOP: グリーンプロダクションの
為の環境情報PF　　　　
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D
X

Siemens/NTTデータ:

企業間で温室効果ガス排出量データをセキュアにやりとりできる

オープンな基盤を構築し、産業界の脱炭素をめざす。

Catena-X（自動車）
・ Gaia-X サブセット
・ 個社/行政のハイブリット

対象領域
の抽象度

RE100 CLIMATE 
GROUP
・ 国際NPO
・ 2050年までに再生可能
   エネルギーを100%利用すると
   宣言した企業が加盟

IDEA
・ LCA用Inventory Database
・ 産総研:排出係数積み上げ法に基づいた
   統計情報によるLCA用バックグラウンドデータ

JEITA
・ ECALGA標準
・ プロセス標準、実装標準

ISO/IEC JTC SC31
・ Automatic identi�cation
   and data capture techniques
・ 情報のサプライチェーン

ISO TC207 
環境
LCA・GHG

ISO 26000
・ Social Responsibility
・ ISO TMB WG
・ BS 8900を基に
   GRI等が参加して開発

国際
ENERGY STAR 
環境ラベル各種

日

日

日

日

日

日

日

日

日

産

産

産

産

産

日 産

日 産

産

日 産

日

日

日

日

日

産産産

産産

産

ISO TC301 
・ Energy Management
・ ISO 50001 EnMS

欧州 米国 日本循環経済 脱炭素国際標準

IEEE
・ Web of Things
・ Smart thingsのウェブへの統合

GHGプロトコル
イニシアチブ
WRI+WBCSD

標準化動向の世界地図

私たちはまず、現状把握のため世界に数ある環境系のルール形成コミュニ 

ティを整理した俯瞰図の作成から始めました。

俯瞰図は、サイバーとフィジカルの2つの観点から、地域別の特徴が浮き上が

るように整理しています。

サイバー　データ主権に着目し、データスペースにかかわる取り組みを整理。

フィジカル 環境、社会、経済、製品という各レイヤーに分類。

世界の流れを俯瞰で把握することで、今後のビジネスモデル、デジタルソリュ

ーションの社会実装に向けた、戦略・戦術の策定に活用することが目的です。

データ利活用関連活動等

標準化関連団体

環境団体

その他団体

凡例

関係あり

類似項目

日立参画

産総研参画

ISO・IEC・ITU

CEN・CENELEC

CEN-CLC SABE CE-TG

ANSI・W3C・IEEE



この俯瞰図から以下の内容を読み解くことができます。 

サーキュラーエコノミーやカーボンニュートラ

ル（CN）など、デジタルトランスフォーメーシ

ョン（DX）のインフラであるデータスペースで

は欧州が先行している。

日本は日本主導の国際標準化の活用により、

挽回の可能性がある。

例えば、オンライン辞書の国際標準化で日本

は主導的地位にある。ISO/ TC323というサ

ーキュラーエコノミーのルール形成の中心の

場は、いまだデジタル関連の規格との結びつ

きが弱いが、使用済み製品の品質管理にはデ

ジタルが重要な役割を担うため、日本主導に

よる国際標準化の余地がある。

標準化における3Rに続く未来を想定するために、自動車 

産業を例として下記 点 に着目しました。

自動車分野の文献50%以上で複数産業に跨って使用され

る材料に言及。

EV用バッテリーを家庭用などにリパーパスする報告が 

増加。中古LIBのグレーディングが個別に実施。

自動車リサイクル産業の事例として、情報ネットワークで

使用済み製品のグレード情報を標準化 ・データ活用。

欧州で新車への再生プラスチック使用を義務化する規則

が提案 。

資源再利用の促進には

データ活用の重要性、特に循環される価値を

見える化する「グレーディング」が

有望であることが浮かび上がってきました。

廃棄物削減を目的としていたこれまでの「3Rの時代」から、データ活用に 

よる資源の効率的な使用と製品の長寿命化が、社会価値・経済価値とされ 

「サーキュラーエコノミーの時代」の訪れが予期されます。従来同一産業内の

みに閉じて循環していた資源が、標準化されたデータ活用により産業の壁を 

超え、より広い社会の中で循環していくことが期待できます。 

循環を価値化する

3  標準化戦略

これまで
廃棄物削減の時代

これから

循環経済の時代

分野間を繋ぐ

データ活用情報

モノ

自動車産業

省資源化

長寿命化

電気電子産業

省資源化

長寿命化

社会

分野を横断した循環資源の共有

3R

・

・

・

・

現状

期待

理由

66
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経済指標における課題

物質削減のみをうたうサーキュラーエコノミー指標では、製造業を含む日本企

業に急激なコスト・投資負担の増加が予想できます。日本企業がサーキュラーエ

コノミーにソフトランディングするためには、グランドデザインの将来シナリオ

でもキードライビングフォースとされた、保守などによる寿命延長の効果を適切

に評価する経済指標が重要となりますが、調査によりこれが不足していること

が見いだされました。 例えば既に議論の進んでいる経済指標としてCircular 

Material Productivity, RMPには下記課題があります。

課題

解決方針

価値を可視化し、循環を促す

例えば従来のアルミスクラップは鋳造材として再利用されて来ましたが、近い

将来、スクラップ発生量が鋳造材の需要量を追い越し需給バランスが崩れる

ことが見込まれます。 

このため、スクラップを鋳造材としてでなく、今後は高級な展伸材（圧延、鋳造、

引抜き、押出しなどによって形状を作り出した材料）として再資源化する新たな

資源循環システムの開発が必要です。廃製品がリサイクルプロセスに入る前に

その品質に基づき、あらかじめグレード付けされていれば、高級材としての再資

源化がしやすくなります。また再生資材で作られた原料・部品も再生プロセスを

認定しグレード付けされれば、利用者も安心して製品／再生製品に使うことが

できるでしょう。 

3  標準化戦略

設備投資によるリニア※資源投入のある年に指標が急に悪

化し、各年で寿命延長努力が評価されづらい。

（これが問題になるのは、特に設備投資負担の大きい産業において）

設備投資相当部分を各年に平準化し、各年の寿命延長努力

も適切に評価する。

※リニア…サーキュラーの対義語で、循環されない資源のこと。

1

2

保守はサーキュラーエコノミーへのキードライビング

フォースのひとつ（当ラボにおけるグランドデザイン）。

標準化済みの経済指標において、

リマニュファクチャリング（再製造）・リユース（再使用）・

保守などの寿命延長の効果が評価されていない。

Circular Material Productivity, R MP  (WBCSD Circular Transition Indicator 4.0)

RMP

売上高

リニアな資源投入の総質量

製品
再生製品 リサイクル

廃製品
（スクラップ）

再生原料・
部品グレーディング グレーディング

グレーディング

FACTS

グレードを標準化して、廃製品の価値を見える化、再生プロセスを認定して、 

アップグレードをしやすくし、再生品も安心して使えるようにします。 

グレーティングを標準化するためには、サーキュラーエコノミーの標準化を 

担うISO/TC323でグレーディングの満たすべき要件を規定し、その後はSDB

（Standard as DataBase） と呼ばれる場で、分野別、材料別のオンライン規

格を策定していきます。 
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新しいサーキュラーエコノミー指標の提案 

その年に提供した製品・サービスの対価という分子に対し、そのために用いら

れた自然再生不可能なヴァージン材の相当金額を分母として、比率で示して

います。この分母において、従来は「使い切り分」、つまり変動費相当部分の

みが考慮されていましたが、「使いまわし分」、有形固定資産の毎年の損耗分

に相当する部分をも考慮することによって、有形固定資産を長く使うことによ

る指標の改善が期待できます。 

期待効果

年度ごとの設備の寿命延長努力をもサーキュラーエコノミー移行に資するも

のとして評価することで、メーカを含む日本企業の再生材使用の拡大に伴う

急激なコスト・投資増を避け、サーキュラーエコノミーへのソフトランディング

を可能としていきます。 

関連組織との協働

サーキュラーエコノミーで中心となるISO/ TC323を主軸に、データとの 

連携を進めるIEC SC3Dなどの他のTCとも連携しています。

ISO/TC32

国内委員会に日立(R&D)から2名を委員として登録手続中。

国際委員会に日立(事業部)から1名登録済。

国際委員会に産総研から1 名登録済、2023年年次総会に参加。

WG2※1　 コンビナー多摩大市川教授、WG3※2国内委員会主査村上 

東大教授と継続的な意見交換を実施。

IEC SC 3D Common Data Dictionary

易解体性指標（DPPの一部に提案予定）を扱うCircThread※3の 

キーパーソンと連携を構築。

海外のCE分野のインフルエンサー、標準化エキスパート

WBCSD、WRI、NIST等、団体、アカデミア等からの10名程度をパー

トナー候補に絞込み完了。今後ロングインタビューを通じ更に関係を

深化。

※1  Practical Approaches to Develop and Implement Circular Economy 

※2  Measuring and Assessing Circularity

※3 循環型経済製品・資源・サービスマネジメントのためのデジタルスレッドの構築を目指すEUプロジェクト

3  標準化戦略

資源循環性
指標案

1年で提供した製品・サービスの対価
（売上高）

製品・サービスに用いられた、
自然再生不可能なヴァージン材の相当金額

（重量×単価）

使い切り分
（原材料等の変動費）

使いまわし分
（設備等の有形固定試算損耗）

・

・

・

・
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循環経済国際標準対象領域
の抽象度

ISO/IEC JTC SC31
・ Automatic identi�cation
   and data capture techniques
・ 情報のサプライチェーン

TC111/TC207
JWG16 MD

ISO TC268 SC1
Smart Community
Infrastructure

ISO TS/P317
Human-centered
Transition Pathways

ISO TC308
CoC認定
Mass Balance

ISO TC324 
Sharing economy

ISO TC251 
Asset Management

・ IEC TC3(情報) SC3D(CDD)
・ Common Data Dictionary 
・ Product Ontology
・ IEC61360/ISO13584-42準拠

ISO/TC307
Blockchain

日 産

日 産

IEC TC111 環境
ECD・CFP/GHG

IEC TC322
ESG投資

ISO TC323
循環経済

ISO TC184 SC4/5
・ Data品質/自動化
・ SC4: ISO 8000 データ品質

日 産

日 産

日

日

日

産産

産

ISO/IEC CDD

DX

環境・
グローバル

社会・
ローカル

経済・
資源循環
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日本企業の国際競争力に

貢献できるような、

ルール形成戦略の立案と

実行を達成していきます。

’22 現状把握・戦略構築

’23 標準戦略の立案

’25 実装に向けての準備

’24 実装に向けての最適化

公開情報の収集・同行調査を通した現状把握と内部環境の分析。
標準化の課題と戦略の立案・施策の提言に向けたアプローチを明確化。

標準化エキスパートへのインタビューからの情報収集を行う。
各調査から収集された情報をもとに課題とニーズを特定、
攻めの標準化戦略を立案。

WDの稟議通過後、CD=Comittee Draft（委員会原案）の
準備・提出に移行。2025年以降、DISおよびFDIS段階へ。

関係する他組織からの意見や検証をもとに、立案された戦略を最適化。
また、事業モデルに資するルールの提案・標準化に向けた取り組みを提案。
WD=Working Draft（規格原案）作成開始。
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2024年2月5日に開催した「日立-産総研サーキュラーエコノミー連携研究ラ

ボ 第1回オープンフォーラム〜サーキュラーエコノミー社会の実現に向けた道

のりとその方法論について〜」において、2022年10月に発足した日立-産総

研サーキュラーエコノミー連携研究ラボのこれまでの活動をラボの代表者か

らご紹介いたしました。本冊子は、このフォーラムでの発表内容を中間活動報

告としてまとめたものです。 

私たちのラボでは、「物質」、「エネルギー」、「情報・知識」をSociety 5.0 

時代の循環すべき資源として捉え、本冊子でご紹介した「グランドデザイン」、

「デジタルソリューション」、「標準化戦略」の3つのテーマで議論を深めてい

ます。これまで独立していると思われていた3つの資源が強く相互干渉を始め

た時代がSociety 5.0時代であると考えて、この3つの資源を有効活用し、 

高度循環させることによりSociety 5.0を実現すべく、グランドデザインを描

いてまいります。さらに技術の観点からは具体的なデジタルソリューションを

創出するとともに、国内企業の国際競争力強化に資する攻めと守りのルール

形成戦略を立案していきます。 

当然のことながら、サーキュラーエコノミーはひとつの組織で成し得るもので

はないため、多くの方々が少しでも当ラボの活動にご興味・ご関心を持って、

さまざまな視点で当ラボと議論をいただき、その活動にご期待いただけます

と幸いです。ひきつづき、関係各所からのお力添えを賜り、私たちと手を取り

合ってサーキュラーエコノミーの実現に向け、さらなる加速をご一緒いただき

たく、よろしくお願い申し上げます。 

日立-産総研サーキュラーエコノミー連携研究ラボ  連携研究ラボ長

宮崎克雅

あとがき
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WG2｜循環経済向けデジタルソリューションの開発

主査

副査

WG3｜標準化戦略の立案・施策の提言

主査

副査

アドバイザ

ラボメンバー 

私たちと共にサーキュラーエコノミーを実現する、

あなたの参画をお待ちしています。

ラボ長　

副ラボ長

副ラボ長

事務局

WG1 ｜循環経済社会のグランドデザインの策定

主査

副査

宮崎克雅   

増井慶次郎

寺田尚平

宮本健一

門井 悠

及川隆信

鈴木智久

村里有紀

伴 真秀

増井慶次郎

森本慎一郎

蒲生昌志

松本光崇

持丸正明

竹中 毅

宮本健一

中林 亮

福本 恭

神林琢也

八木将計

伊藤将宏

鍾 イン

AIST Solutions

AIST Solutions

日立

日立

日立

日立

日立

日立（産総研出向）

産総研

日立（産総研出向）

AIST Solutions

AIST Solutions

AIST Solutions

日立

日立

日立

産総研

産総研

産総研

産総研

産総研

産総研

河野一平

古川慈之

髙本仁志

澤田浩之

小倉一朗

Herwan Jonny

松本光崇

三宅晃司

玄地 裕

星野 攻

中林 亮

神垣幸志

宮本健一

松本光崇

持丸正明

竹中 毅

梅田 靖

遠藤 明

谷 繁幸

田原聖隆

大木達也

中林 亮

親松昌幸

森 拓郎

中尾早苗

佐藤英樹

村里有紀

蒲生昌志

森本慎一郎

市橋祥之

河野一平

親松昌幸

木原隆宏

村里有紀

倉田英明

長野裕史

谷口伸一

日立

産総研

産総研

産総研

産総研

産総研

産総研

産総研

産総研

日立

AIST Solutions

産総研

AIST Solutions

産総研

産総研

産総研

東京大学

産総研

日立

産総研

産総研

AIST Solutions

日立

日立

日立

日立

日立

産総研

産総研

日立

日立

日立

日立

日立

日立

日立

日立

2024年3月時点

https://unit.aist.go.jp/hitachi-cecrl/index.html
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